
広報の強化に努めているが、応募自治体は現れてい ない

・地球温暖化対策における原子力の有効性への
国際的な共通認識が高まる

（G8北海道洞爺湖サミットの首脳宣言にて、気候変
動対策の手段として、原子力関心国の増大を指摘）

＜今後の課題＞

「低炭素社会づくり行動計画」
や「環境エネルギー技術革新
計画」等におい て原子力を位

置付け。

○六ヶ所再処理工場

・地球温暖化対策としての原子力の有効性の認識の
更なる拡大

・開発途上国や原子力新規導入国への支援
・サプライチェーン※の構築等原子力産業の国際展開

・原子力研究開発の着実な推進
・もんじゅの運転再開の実現
・原子力人材の確保・育成

国内の原子力事業の進捗

地球温暖化問題を踏まえた
原子力への期待の高まり

原子力の研究開発利用、原子力人材等の状況

世界各国で原子力利用が拡大

１．原子力発電・核燃料サイクル事業の
着実な推進

２．原子力を支える基盤的活動の強化
３．原子力の国際対応の強化

平成２０年版原子力白書（概要）～国際社会での原子力への期待の高まりと我が国の役割～

本年8月の操業開始に向け最終段階にある

○高レベ ル放射性廃棄物の処分

＜原子力を巡る国際的な潮流＞ ＜我が国における原子力の研究開発利用の現状＞

現在※、運転中の原子力発電所：30カ国436基（ うち日本：53基）

また、建設中・計画中の原子力発電所：27ヵ 国151基（うち日本：13基）

米国：30年ぶりの原子力

発電所新設の動き

ロシア：国策企業を設立し、国際市
場での競争力拡大に腐心

UAE、トルコ、カ ザフスタン、エジプト、ベトナム、インドネシア等

多くの国が原子力発電所新規導入を計画

国際エネルギー機関（ＩＥＡ）
(World Energy  Outlook 2008より) 

＜2050年に排出量半減させるシナリオ＞
２０３０年時点で、

・エネルギー消費の削減
・再生可能エネルギー 現状の約２．２倍
・原子力エネルギー 現状の約１．９倍

にすることが必要。

「低炭素社会づくり行動計画」（平成２０年７月閣議決定）（抄）

「原子力発電は、低炭素エネルギーの中核として、地球温暖
化対策を進める上で極めて重要な位置を占める。」

○プルサーマル

・九電（玄海３）、四電（伊方３）、中部電（浜岡
４）・・・MOX燃料の製造（H22年度までに利用開始）

・東北電（ 女川３）・・・設置変更許可申請

○安全の確保

・新耐震指針への適合状況の確認（バッ ク
チェック）

・新検査制度の施行（Ｈ21年1月～）

○原子力発電

・東電、柏崎刈羽の運転再開に向け た動き

・中部電、浜岡1・2号機の廃炉及び6号機の新
設計画

・我が国の原子力発電の設備利用率は、国際

水準に比べ、近年、低迷。
→国内CO2排出量増加の一因

○高速増殖炉もんじゅ
プラント確認試験の最終段階にあり、運

転再開に向け取組中

○J-PARC（ 大強度陽子加速器）
平成20年12月より一部供用開始

○ ITER（国際熱核融合実験炉）
ＩＴＥＲ計画に関連する研究開発の進展

平成２１年３月 内閣府

フラ ンス：国際原子力支援
機構を設立し、国を挙げた

国際展開を推進
中国：原子力発電の大
幅な拡大を計画

インド：米国等との国際原

子力協力が急速に進展

○原子力エネルギー教育の充実
学習指導要領（ 中学校理科）にて、「放

射線の性質と利用」に係る内容追加

○放射性廃棄物
原子力機構が研究施設等の廃棄物処

分の実施主体に決定
○原子力人材の育成

設計・ 建設工事技術者数が減少する
一方、大学にて原子力学科新設の動き

・原子力発電所の設備利用率の向上
・六ヶ所再処理工場の操業開始
・高レベル廃棄物処分場の選定の促進
・次世代軽水炉の開発

G8北海道洞爺湖サミット

（平成２０年７月）

出典：ＩＡＥＡホームページPRIS
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2007年7月の中越沖地震
による柏崎刈羽原発の運

転停止等により、58. 0％ま
で低下。
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2002年8月の電気事業者
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のため、定検前倒し及 び
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100

90

80

70

60

0

設備利用率の各国比較

※：フランスでは、電力需要
に応じて出力を低下させる
負荷追従運転が取り入れら
れているため、設備利用率
が相対的に低い。
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※機器供給のみならず、建設・施工管理や運転管理のノウハウの提供、燃料供給を含む

原子力部門における設計・
建設工事関係技術者数の推移
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原子力メーカー（原子炉一次系技術者 ）

電気事業者（設計・建設工事技術者）

※世界は2008年12月末時点、日本は2009年2月末時点で集計
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